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議第１３号 

   訴えの提起について 

 次のとおり訴えを提起する。 

   令和５年３月１日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

１ 被告となるべき者の住所及び氏名 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  ○○○○○ 

   

２ 請求の要旨 

  市は、次に掲げる判決及び仮執行の宣言を求める。 

（１）被告は、原告橿原市に対し、改良住宅を明渡せ。 

（２）被告は、原告橿原市に対し、令和４年１２月１日から明渡し済みまで１か月当たり

金９，５００円の金員を支払え。 

（３）訴訟費用は、被告の負担とする。 

 

３ 本件に関する取扱い 

（１）判決の結果必要があるときは、上訴することができる。 

（２）訴訟において必要があるときは、請求の趣旨を変更し、若しくは追加し、又は和解

し、若しくは訴えを取り下げることができる。 

 

 

理由 改良住宅を不法占拠している者に対し、改良住宅の明渡し及び損害賠償金等の支払

を求めるため、訴えの提起について、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に基

づき、議会の議決を求めるもの 
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議第１４号 

奈良県広域水道企業団設立準備協議会の設置に関する協議について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２の２第１項の規定により、奈良

県広域水道企業団設立準備協議会を設置することについて、別紙奈良県広域水道企業団設

立準備協議会規約により、奈良県、大和高田市、大和郡山市、天理市、桜井市、五條市、

御所市、生駒市、香芝市、宇陀市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、高取町、明日香村、

上牧町、王寺町、広陵町、河合町、吉野町、大淀町、下市町、磯城郡水道企業団及び奈良

広域水質検査センター組合と協議したいので、同条第３項の規定により、議会の議決を求

める。 

令和５年３月１日提出 

橿原市長 亀田 忠彦    

 

 

理由 奈良県広域水道企業団設立準備協議会を設置することに関し、奈良県広域水道企業

団設立準備協議会規約により関係地方公共団体と協議することについて、議会の議決

を求めるもの 
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奈良県広域水道企業団設立準備協議会規約 

 

（協議会の目的） 

第１条 この協議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２の２第１

項の規定に基づき、奈良県における広域的な水道事業等を経営する企業団（以下「広域

水道企業団」という。）の設立のための連絡調整を図ること、及び広域的な水道事業の

計画を共同して作成することを目的とする。 

（協議会の名称） 

第２条 この協議会は、奈良県広域水道企業団設立準備協議会（以下「協議会」という。）

という。 

（協議会を設ける団体） 

第３条 協議会は、別表に掲げる団体（以下「関係団体」という。）がこれを設ける。 

（協議会の担任する事務） 

第４条 協議会は、次の各号に掲げる事務を行う。 

（１）広域水道企業団の設立のための連絡調整に関する事務 

（２）広域水道企業団が経営する広域的な水道事業等の計画の作成に関する事務 

（３）前各号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要な事務 

２ 前項の事務に係る検討を集中的かつ効率的に進めるため、必要に応じ、関係団体の長

等による検討部会及び関係団体の実務者による幹事会及び作業部会を設置するものと

する。 

（事務所） 

第５条 協議会の事務所は、奈良県奈良市法蓮町７５７奈良県水道局内に置く。 

（組織） 

第６条 協議会は、次の人員をもって組織する。 

（１）会長  １名 

（２）副会長 ２名 

（３）委員 ２５名 

（会長及び副会長） 

第７条 会長は、奈良県知事の職にある者をもって充て、副会長は、橿原市長及び生駒市

長の職にある者をもって充てる。 
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２ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長の職

務を代理する。 

４ 会長の職務を代理する副会長の順序は、橿原市長、生駒市長の順とする。 

（委員） 

第８条 委員は、会長又は副会長以外の関係団体の長（磯城郡水道企業団においては企業

長及び副企業長）をもって充てる。 

２ 委員は、非常勤とする。 

（協議会の会議） 

第９条 協議会の会議は、会長が必要に応じ招集する。 

２ 副会長及び委員のうち、３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会長

はこれを招集しなければならない。 

３ 会議は、副会長及び委員のうち、半数以上の者が出席しなければ、これを開くことが

できない。ただし、やむを得ない場合は代理人の出席を認めるものとする。 

４ 会長は、会議の議長となる。 

５ 会長は、第１条の目的を達成するため、必要と認められるときは有識者等に出席を求

めて意見を聴くことができる。 

６ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、協議会の会議で定める。 

（事務局） 

第１０条 第４条の事務を処理するため、協議会に事務局を設置する。 

２ 事務局長は、奈良県水道局県域水道一体化準備室長の職にある者をもって充てる。 

（経費の支弁の方法） 

第１１条 第４条の事務の執行に要する費用は、奈良県水道局が負担する。ただし、関係

団体に属する職員の参加に係る経費（旅費等）については、その属する関係団体が負担

する。 

（その他） 

第１２条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、会長が別に定め

る。 

附 則 

この規約は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

奈良県 

大和高田市 

大和郡山市 

天理市 

橿原市 

桜井市 

五條市 

御所市 

生駒市 

香芝市 

宇陀市 

平群町 

三郷町 

斑鳩町 

安堵町 

高取町 

明日香村 

上牧町 

王寺町 

広陵町 

河合町 

吉野町 

大淀町 

下市町 

磯城郡水道企業団 

奈良広域水質検査センター組合 

 


